
横浜市障害者福祉サービス事業者等 

指定更新にあたっての注意事項 

(平成 24 年 10 月末以降に有効期間満了日を迎える横浜市内の事業所向け) 

 

《申請書作成前に必ずお読みください》 

 障害者自立支援法に基づく指定を受けた指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設が、６年

間の指定有効期間満了後に引き続き指定を受けようとする場合には指定更新が必要です。 

 

 具体的なサービスとしては、居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護・短期入所・共同生活援助・

共同生活介護・重度障害者等包括支援・療養介護・生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援・

障害者支援施設などが対象となります。 

 
１ 申請受付期間について 

  横浜市では、指定有効期間満了日が属する月の前月１ヶ月間を指定更新の申請受付期間としますので、

引き続き指定を受けようとする場合は、対象となる申請受付期間に手続きをおこなってください。 
指定更新を受けなければ有効期間の満了によりその効力を失いますのでご注意ください。 

※ 申請月の月末必着です。 

例：平成24年10月31日が指定有効期間満了日の場合 

     指定有効期間満了日が属する月 → 平成24年10月 

     その前月           → 平成24年 9月 

   以上から申請受付期間は、平成24年9月1日から平成24年9月30日となります。 
 

２ 更新申請に必要な書類 
申 請 書 等 の 様 式 に つ い て は 、 ウ ェ ブ サ イ ト 「 障 害 福 祉 情 報 サ ー ビ ス か な が わ 」

（http://www.rakuraku.or.jp/shienhi/）の「書式ライブラリ」よりダウンロードできます。 
なお、様式や必要書類は県・指定都市・中核市で異なりますのでご注意ください。 

必ず提出する書類 ダウンロード先など 

指定更新申請書 様式１号－２ 

各種付表 

参考様式９（第３６条第３項各号に関する誓約書）

参考様式９別紙（役員等名簿） 

「書式ライブラリ」→「２．横浜市から

のお知らせ」→「指定更新に関する届出

様式（障害者自立支援法）」 
県
下
共
通 

損害賠償保険証書（写し） 最新のものの写し 

指定更新に関する誓約書 
横
浜
市 指定更新申請に関する送付票（チェックシート） 

「書式ライブラリ」→「２．横浜市から

のお知らせ」→「指定更新に関する届出

様式（障害者自立支援法）」 

該当がある場合のみ提出する書類 該当要件 

別紙１（他法により既に指定を受けている事業等） 他の法律において既に指定を受けてい

る事業がある場合（介護保険法等） 

建物賃貸借契約書（写し） 事業所等の建物が賃貸等の場合 

有償運送許可証（写し） 居宅介護の事業で、通院等乗降介助のサ

ービス提供を行っている場合 

その他必要な書類 

サービス種別等より異なります。「指定更新申請に関する送付票（チェックシート）」の内容をよく

ご確認ください。 
複数サービスを実施している事業者又は多機能型事業所の場合、サービスの種別毎に書類の提出が

必要になります。但し、重複する書類は事業所番号毎に一枚で結構です。 



横浜市障害者福祉サービス事業者等 
 

３ 書類の提出方法 
提出方法は郵送のみです。（窓口では受付けません。） 

 
【送付先】 
〒231-0021 横浜市中区日本大通１８番地 ＫＲＣビル６階 横浜市健康福祉局障害企画課宛 

 
※ 封筒には必ず「指定更新申請書在中（各サービス名）」と明記してください。 
※ 事務所移転に伴い、7月 2日から住所が変更になっていますのでご注意ください 

 

 

４ 提出時にあたっての注意事項 
(1) 「指定更新申請に関する送付票（チェックシート）」と提出内容を確認の上、書類の不足や押印 
  もれ等が無いようご注意ください。チェック済みの送付票（チェックシート）も必ず提出してくだ 

さい。 
 (2) 提出された書類の写しは返送できませんので、提出前にコピーされることをお勧めします。 
 (3) 受領確認のための返信用葉書等の同封はご遠慮ください。受領確認が必要な場合は、簡易書留 

  等をご利用ください。 

 

 
５ 指定更新通知書 

更新手続を完了した事業者の指定更新通知書は、当初の指定有効期間満了日までに送付する予定です。 

 
 
【参考】 指定更新について（障害者自立支援法第 41 条） 

障害者自立支援法に基づく「指定障害福祉サービス事業者」及び「指定障害者支援施設」の指定は、同

法第41条により「６年ごとにそれらの更新を受けなければ、その期間の経過によって、それらの効力を失

う。」とされています。引き続き指定の更新を受けようとする指定障害福祉サービス事業者等は、指定有

効期間満了日前に横浜市に指定の更新申請を行う必要があります。 

なお、複数のサービスの指定を受けている事業者で、指定の有効期間の満了日がサービスにより異なる

場合は、それぞれの有効期間ごとに指定更新が必要です。 
 
 
 
 

横浜市健康福祉局障害企画課企画調整係 

メール kf-syositei@city.yokohama.jp 

TEL 045-671-3601 

FAX 045-671-3566 


